
2023年3月期 第2四半期の実績

5,548億円 119億円 134億円 92億円

2023年3月期 通期計画

1兆800億円 247億円 274億円 190億円

環境変化を捉え、先行投資による持続的成長を目指してまいります。
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
上期は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が緩和されるなど、社会経済活動の正常化が進む
一方、原材料・エネルギー価格の高騰や急激な円安の進展による物価上昇と生活者の節約志向や買控
えに伴う低価格志向の動きが見られ、厳しい事業環境となりました。このような状況のなか、栃木物
流センターへの投資など、将来の持続的成長を見据えた先行投資により減益となるものの、当社が持
つリテールソリューション機能を活かし、小売業様の幅広いニーズへの対応などを進めたことにより
増収となりました。
今後におきましても、コロナ禍による消費動向の変化など、変化の激しい環境に対応し、業界のリー
ディングカンパニーとして、業界の発展と持続的成長に向け取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、一層のご支援・ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

実績の推移
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●売上高は、お取引先様との連携・協働による取り組みが奏功し、増収となりました。
●利益面は、将来を見据えた新物流センターへの先行投資などにより減益となりました。

●�通期計画につきましては、2022年５月11日に公表した業績予想から変更はありません。先行きが不透明な環境下にありますが、
持続的成長に向け、中期経営計画のもと取り組みを進めてまいります。

代表取締役社長

進捗率：51.4%

前年同期比：＋4.4%

進捗率：49.2%

前年同期比：△8.5%

進捗率：48.4%

前年同期比：△10.4%

進捗率：48.9%

前年同期比：△11.3%
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第95期
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PALTACなるほど

当社の取り組みに関連する主な目標
持続可能な社会の実現に向け、
社会・環境価値向上に向けた
取り組みを進めております

世界的な課題であるCO２削減に向け、目標を設定し取り組みを進めてまいります
当社は、世界全体で解決すべき
課題である気候変動を重要な社
会課題の一つと捉え、脱炭素社会
の実現に向け、事業を通じた社会
全体の環境価値の向上に取り組
んでおります。
取り組みにあたっては、当社内
で排出されるＣＯ２の削減を「減ら
す」「創る」「買う」施策を中心とし
て目標達成に向けた取り組みを
進めてまいります。

CO２排出量削減の具体策

減らす ● 事務所、センターにおける節電
● マテハン使用電力の省エネ化（新センター）、ＥＶ車導入

具 体 策

創  る ● 太陽光発電システムの活用

買  う ● 再エネ由来の電力を購入
● 環境証書（グリーン電力証書等）を購入

削 減 方 法

ＣＯ２排出量削減目標（2020年度比）

２０３０年度 50％削減、2050年度 実質ゼロ カーボン
ニュートラル（ ）

デジタル技術による返品削減で
商品廃棄やＣＯ２排出量を削減
小売業様である薬王堂様と協働で実施

した「返品削減及び在庫偏重解消による販
売機会ロス削減」の取り組みが「サプライ
チェーン イノベーション大賞」の優秀賞を
受賞いたしました。
デジタル技術の活用による返品削減や
販売機会ロスの削減により、商品廃棄量の
削減やＣＯ２排出量の削減等につながって
おります。

取り組みによる効果 SDGs視点による効果

返品３０％削減
（システム構築の2017年3月期比）

販売機会ロスの削減（売上増）
在庫偏重の解消により

返品に伴う
仕分け作業・配送負担の削減

メーカー様の商品廃棄の削減

返品に伴う配送トラック削減

仕分け作業の削減

＝つくる責任への貢献、CO2削減への貢献

＝CO2削減への貢献

＝働き方改革への貢献

各取り組みの詳細につきましては、以下をご覧ください。

ベトナム返品削減CO2削減 DX

※�サプライチェーン イノベーション大賞とは、サプライチェーン全体の最適化に向け、優れた取り組みを牽引した企業に対して経済産業省が事務局を務める製・配・販連携
協議会が表彰するもの



2020年 2025年（予測）
人口 9,734万人 10,111万人

平均年齢 31歳（日本平均年齢：48歳）

ＧＤＰ成長率（予測） 6〜6.5％
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TOPICS

財務ハイライト

「ベトナムに現地法人を設立」し
海外事業を強化

「ＤＸ認定事業者」の
認定を取得

ベトナム社会主義共和国（以下、ベトナム）に現地法人を設立し、10月
3日から業務を開始いたしました。
同国は、国民の平均年齢が若く、経済成長が期待できる市場であり、
日本の小売業様の進出も進んでおります。一方で、化粧品等の日本メー
カー様のベトナム市場への進出はまだ途上にあります。日本メーカー様
のベトナム進出の課題となっている現地での許認可業務をはじめ、当社
の流通機能と、貿易ノウハウを活用し、ベトナムにおいて日本製品の輸
入拡大に取り組んでまいります。
この取り組みにより、海外事業において、更なる知見・ノウハウを獲得

し、他の国へ展開も視野に、事業エリア拡大を目指してまいります。

当社は、中期経営計画の中で提供価値を極大化することを目的に、デ
ジタル分野の強化に取り組んでおります。
デジタル活用の基礎を強化するため、セキュリティ強化、基幹システム
の刷新とオープンクラウド化を進めております。
また、本年4月に推進体制強化を目的にＤＸ推進部を設置し、事業に直
接携わる各本部をメンバーとする全社横断プロジェクト「ＤＤＩ」を発足し、
取り組みを加速化しております。
これらの取り組みが評価され、本年9月に経済産業省が認定する「ＤＸ
認定事業者」の認定を取得いたしました。

ベトナム市場

トピック ス

1

2

※DDI：Digital Dynamics Initiative（全社横断でＤＸを加速させるプロジェクト）
※DX認定制度とは、DXを推進するための準備が整っている事業者を経済産業省が認定する制度

（出所）JETRO「ベトナム 教育(EdTech)産業 調査」

将来有望な市場

全社で取り組みを推進

DDI
プロジェクト

DX推進部

中期経営計画
「輝く未来へ」

経営課題として
取り組み

組織構築

事業現場参画
プロジェクト



■ 金融機関 11,234千株 （17.7%）

■ 外国株主 13,943千株 （22.0%）

■ 個人株主 3,323千株 （5.2%）

■ その他法人 34,152千株 （53.7%）

■ 証券会社 192千株 （0.3%）

■ 自己株式 706千株 （1.1%）

株式の状況 （2022年9月30日現在）
発行可能株式総数 180,000,000株

発行済株式の総数
※自己株式含む

63,553,485株

株主数 3,228名

※自己株式706,599株

所有者別
株式分布状況

株主メモ
事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

3月31日、9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

定時株主総会 毎年6月

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
℡ 0120-094-777（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場（証券コード8283）

単 元 株 式 数 100株

公 告 の 方 法

当社ホームページに掲載いたします
（公告掲載URL） http://www.paltac.co.jp/
但し、電子公告によることができない事故、その他やむを
得ない事由が生じた場合には、日本経済新聞に掲載する

（ご注意）
1．‌�株主さまの住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座
管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わ
せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

2．‌�未受領の配当金に関するお手続き、その他株式事務に関する一般的なご照会につきましては、株主名
簿管理人（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。

この冊子は環境にやさしい植物油インキを使用しています。

見通しに関する注意事項
この中間株主通信に記載されている当社の計画、
見通し、戦略などは、日本経済の動向、業界の
動向、市場の競争状況などの影響を受けます。
そのため、実際の業績はこれら見通しと異なる
可能性がありますことをご承知おきください。

お 届 け す る の は モ ノ 以 上 の 価 値

株主還元について

当期の配当金につきましては上記の方針に基づき
1株当たり中間配当金及び期末配当金ともに、前期に
比べ2円増配し41円といたします。これにより、1株当
たり年間配当金につきましては4円増配の82円とな
る見込みです。 0
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（単位：円）　　 中間　　 期末
配当実績/配当予想 13期連続して増配を実施 ※予想含む

※連続増配は株式分割に伴う実質増配を含んでおります。

統合報告書・SDGs動画のご案内
私たちのSDGsに対する考えや取り組みは、ホームページに掲
載している統合報告書や動画コンテンツを通じてご覧いただ
けます。特に動画コンテンツでは、SDGsに対する取り組みを
分かりやすくまとめて紹介しております。

ホームページのご案内
詳しい会社情報や財務関連情報を
ご覧いただけます。

http://www.paltac.co.jp/
PALTAC　IR 検索

スマートフォン
にも対応！

統合報告書 SDGｓ
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● 安定した配当を継続
● 中長期的な業績拡大に応じて増配に努める
● 総還元性向30％を目標




